




第 1 　最高裁第三小法廷平成28年 3 月24日決定 ・ 刑集70巻 3 号 1 頁、判例時報
2312号131頁、判例タイムズ1428号40頁、
本決定の評釈として、豊田兼彦 ・ 法学セミナー737号123頁、安田拓人 ・
法学教室430号150頁、松下裕子 ・ 研修816号13頁、前田雅英 ・ 捜査研究789
号50頁、吉川崇 ・ 警察学論集69巻 9 号174頁、松尾誠紀 ・ 刑事法ジャーナ





















































階エレベーターホールで被害者Ｄに追い付き、午前 6 時50分頃から午前 7 時10
分頃までの間、相互に意思を通じた上で、こもごも、次のような暴行（以下























かけ、本件ビルの 4 階から 3 階に至る階段の途中で、被害者Ｄに追い付き、取
り押さえた。
一方、被告人Ｃは、午前 7 時50分頃、電話をするために本件ビルの 4 階エレ
ベーターホールに行った際、Ｅが被害者Ｄの逃走を阻止しようとしているのを
知り、Ｅが被害者Ｄを取り押さえている現場に行った。被告人Ｃは、その後の
















3 　第 1 審判決（名古屋地裁平成26年 9 月19日判決）は、被害者Ｄの遺体の
解剖医や脳外科医の証言から、「第 1 暴行と第 2 暴行は、それぞれ単独で、又
は両暴行が相まって、本件の死因である急性硬膜下血腫を発生させた可能性が
ある」と認定しつつも、防犯カメラの映像やＥの証言から、「第 2 暴行は、第















その上で、第 1 審判決は、被告人Ａ及び同Ｂを、各懲役 3 年、保護観察付き
執行猶予 5 年に、被告人Ｃを懲役 9 年にそれぞれ処した。
なお、上記 2 ⑶記載のように、被告人Ｃが、本件ビル 4 階のエレベーター







腫と第 1 暴行又は第 2 暴行との間の因果関係を問題としており、同様の理解に
立つものと思われる。
4 　控訴審判決（名古屋高裁平成27年 4 月16日判決 ・ 高刑集68巻 1 号 1 頁）
は、次のとおり判示している。
「第 1 審判決の認定を前提とする以上、被告人Ａ及び同Ｂが共謀の上で行っ
























法廷判決 ・ 刑集 5 巻10号1937頁参照）。








































































以上と同旨の判断を示した上、第 1 暴行と第 2 暴行の機会の同一性に関し
て、その意義等についての適切な理解の下で更なる審理評議を尽くすことを求











郎 ・ 新訂刑法講義 ・ 各論［第 3 版］174頁、香川達夫 ・ 刑法講義（各論）［第 3
版］329頁、植松正 ・ 再訂刑法概論Ⅱ各論258頁等）、②暴行と傷害の間に必要
となる因果関係について、その挙証責任を転換する規定と解する見解（山口
厚 ・ 刑法各論［第 2 版］49頁、西田典之 ・ 刑法各論［第 6 版］45頁、前田雅
英 ・ 刑法各論［第 6 版］30頁等）、③挙証責任の転換とともに一種の法律上の
擬制を用いたものとする見解（団藤重光 ・ 刑法綱要各論［第 3 版］418頁、大
塚仁 ・ 刑法概説 ・ 各論［第 3 版増補版］32頁、大谷實 ・ 刑法講義各論［新版第
4 版補訂版］33頁、曽根威彦 ・ 刑法各論［第 5 版］22頁、山中敬一 ・ 刑法各論
［第 3 版］57頁、井田　良 ・ 講義刑法学 ・ 各論65頁、中森喜彦 ・ 刑法各論［第






























































ければ整合しない、③第 1 暴行の程度がいかに激しくても、第 2 暴行と死亡と
の間に因果関係が認められれば、第 1 暴行については傷害罪にとどまることに










⑵　鷦鷯昌二 ・ 研修807号 3 頁（名古屋高裁平成27年 4 月16日判決の解説）



























































































いるとした場合、第 2 暴行が介在しても、第 1 暴行と被害者の死因となった急
性硬膜下血腫及び被害者の死亡との因果関係が中断されるわけではない。





























































そもそも、「Ａ ・ ＢがＶを殴打し（第 1 暴行）重傷を負わせたところ、その
直後に、意思の連絡なしに何者かがＶを更に殴打し（第 2 暴行）、死期を早め
た場合のＡ ・ Ｂの罪責は、Ａ ・ Ｂに傷害致死罪が成立するか否か、すなわち、
Ａ ・ Ｂの実行行為と死の結果の因果性を認め得るかという形で検討される。そ
の際には、第 1 暴行の死の結果惹起の危険性の程度と、介在する第三者の第 2
暴行の異常性の程度、そして、第 2 暴行の死の結果への寄与度の大小を中心
に、判例では第 1 暴行と第 2 暴行が相まって死の結果が発生したか否かが吟味



















































































































































































































































前掲35頁、西田 ・ 前掲46頁、井田 ・ 前掲66頁、中森 ・ 前掲19頁、藤木 ・ 前掲









































































































被告人外 1 名の者が、 2 月下旬から 3 月18日までの間、連日のように被害者
の頭部、顔面等を殴打する等の暴行を加え、被告人が同月17日の真夜中頃及び









ウ　福岡高裁昭和49年 5 月20日判決 ・ 刑裁月報 6 巻 5 号561頁
第 1 暴行と第 2 暴行とが時間的に20分、場所的に2.3キロメートル離れたも



















右中切歯亜脱臼、②通院加療約 1 週間を要する顔面挫傷、③安静加療約 1 週間
を要した頸部、左大腿挫傷等、④安静加療約 1 週間を要した両手、両足関節挫
傷等であるが、①は第 1 暴行によって生じ、④は第 2 暴行後の逮捕監禁行為に









オ　東京高裁平成20年 9 月 8 日判決 ・ 判例タイムズ1303号309頁
傷害の共同正犯の公訴事実について、第 1 審がこれを認定したものの、控訴
審は、その認定には合理的な疑いが残るとして、第 1 審判決を破棄するととも























である。」とし、本件では、第 1 暴行と第 2 暴行はいずれも本件食堂の内部又
は同食堂前の路上という極めて近接した地点で行われているが、両暴行は別個

















































まず、第 1 暴行と第 2 暴行との間に、時間的場所的近接性があることは、原
判決も前提にしているところであり、両暴行が近接した場所で行われたこと
は、既に説示した本件の事実関係に照らしても明らかと考えられる。また、ま






























の同条の適用の可否について、学説上は、肯定説（団藤 ・ 前掲419頁、藤木 ・
前掲202頁、山口 ・ 前掲51頁、井田 ・ 前掲65頁、前田 ・ 前掲33頁、渡辺 ・ 前掲
486頁等）と否定説（大塚 ・ 前掲33頁、福田平 ・ 全訂刑法各論［第 3 版増補］
154頁、大谷36頁、西田 ・ 前掲44頁、曽根 ・ 前掲23頁、中森 ・ 前掲19頁、高
橋 ・ 前掲58頁、山中 ・ 前掲62頁等）が拮抗している状況にある。最決昭






















































































































































































































1 　原判決及びその是認する第 1 審判決の認定並びに記録によれば、本件の
事実関係は、次のとおりである。































肢 ・ 背部右肋骨 ・ 右肩甲部打撲擦過、両膝両下腿右足打撲擦過、頚椎捻挫、腰
椎捻挫の傷害を負い、Ｂは、約 6 週間の安静加療を要する見込みの右母指基節
骨骨折、全身打撲、頭部切挫創、両膝挫創の傷害を負った。























































































































































































































































第 1 暴行と第 2 暴行の「機会の同一性」は、肯定できるように思われる。
本件の第 1 現場は伊予市内、第 2 現場は松山市内であり、時間的には第 1 暴
行が午前 3 時頃、第 2 暴行は午前 4 時過ぎから午前 5 時頃まで続いたものであ
るが、第 1 現場から第 2 現場までは自動車で移動したものであり、その途中の


















































あるいは第 2 暴行だけでも、あるいは第 1 暴行と第 2 暴行とが同等に作用して
も、いずれの場合であっても被害者死亡の結果が発生したものといえる。この
場合は、「結果発生力を十分に有している数個の実行行為が、意思の連絡なく
して同一客体に向けられ、所定の結果を同時に引き起こした場合」、つまり択
一的競合の事案として処理されるべきだと考える。択一的競合における因果関
係の処理の仕方については、条件関係を否定する考えもあるが、コンディティ
オ公式を修正することで条件関係を肯定することとなる。すなわち、現に行わ
れた行為全体を「一括して」取り除いて判断するという修正を行い、引き算の
判断方式によって条件関係の存否を判断するのである。そうすると、第 1 暴行
と第 2 暴行を一括して取り除いて考えると、被害者死亡の結果は発生しないと
いうことになるので、当該傷害と死亡との因果関係を肯定することになる。結
論としては、被告人Ａ、同Ｂ及び同Ｃに対し、それぞれ傷害致死罪が成立する
と考える」旨述べている。
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